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諮問庁：農林水産大臣 

諮問日：平成２７年７月９日（平成２７年（行情）諮問第４４４号），同年９

月１４日（平成２７年（行情）諮問第５５３号）及び同年１１月６

日（平成２７年（行情）諮問第６５４号） 

答申日：平成２８年６月２４日（平成２８年度（行情）答申第１５０号ないし

同第１５２号） 

事件名：特定日の特定個人の農林水産省の建物への出入データの不開示決定

（存否応答拒否）に関する件 

    特定日の特定個人の農林水産省の建物への出入データの不開示決定

（存否応答拒否）に関する件 

    特定日の特定個人の農林水産省の建物への出入データの不開示決定

（存否応答拒否）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，その存否

を明らかにしないで開示請求を拒否した各決定は，妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年６月８日付け２７経営人第

３１号，同年７月２９日付け２７経営人第５５号及び同年９月２８日付け

２７経営人第９４号により農林水産大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」

という。）が行った各不開示決定（以下，それぞれ「原処分１」，「原処分

２」及び「原処分３」といい，併せて「原処分」という。）について，こ

れを取り消して，本件対象文書を開示するよう求める。 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立人の主張する異議申立ての理由は，原処分１ないし原処分３に

対する異議申立書及び意見書の記載によると，おおむね以下のとおりであ

る（なお，異議申立書及び意見書に添付された資料の内容は省略する。）。 

（１）本件対象文書が保存期間を経過しておらず存在していることは，セキ

ュリティシステムを採用している全ての省庁において公知の事実であり

（複数の省庁で保存期間等も含め確認している。），存否を応答せず不開

示とした理由は，法的に意味がない。（諮問第４４４号及び同第５５３

号） 
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（２）農林水産省で実施された過去の調査において，調査担当者の特定個人

Ｂから，当該日は勤務時間管理上は外出している状況にないと回答され

たが，これはセキュリティ上の記録と突合して初めて確認できることで

ある。農林水産省の建物への出入館記録が勤務時間管理簿の申請と意図

的に異なるものであれば，特定個人Ａは虚偽の勤務時間管理を報告して

いることになる。このような行為は公に批判を受けるべき行為であり，

その事実関係は公に説明されるのが慣例である。（諮問第４４４号及び

同第５５３号） 

（３）本件対象文書を開示すれば，特定個人Ａのアリバイを崩し，違法な勤

務時間管理の実態や，特定個人Ａによる犯罪を暴くなどという公益上極

めて重要な鍵を握るデータとなるのであるから，法７条の公益上の理由

による裁量的開示をしなかった原処分は違法である。（諮問第４４４

号，同第５５３号及び同第６５４号） 

（４）異議申立人は，平成２７年２月２５日，特定個人Ａから，自らの嘘を

見破ってほしいので全ての情報の開示に応じるとの意図を示されたので

あり，本人が同意しているのであるから，法５条により不開示とするこ

とで保護すべき利益は存しない。（諮問第４４４号及び同第５５３号） 

（５）出入館システムは，本省庁の職員が勤務地において勤務していること

の一つの重要な証拠であり，その存否を応答しないということは，勤務

の存否を応答しないということであり，国民に対して公務をしているか

どうか答えないという極めて信義誠実の原則に反した不遜な態度である。

（諮問第５５３号） 

（６）法が定める開示請求制度は，何人に対しても，請求の目的のいかんを

問わず開示請求を認める制度であり，開示請求者の個別事情により開

示・不開示の判断が左右されるものではないが，開示請求者の個別事情

は，開示請求の契機となるものである。人は何の動機も目的もなく請求

するものではないからである。それが，自然な考え方である。 

    そうであれば，開示請求者の個別事情を一般化することが必要とな

る。公務員は国民全体の奉仕者であり，奉仕を受ける立場の国民は，一

体誰が責任をもって公務上の職務を遂行しているのか知る権利があり，

これは誰しも同じである。（諮問第４４４号，同第５５３号及び同第６

５４号） 

（７）農林水産省は，係長クラス以上の氏名，官職，立場等は慣例上公にし

ているのであるから，存否応答拒否によってその所在を行方不明にする

ことは，法の趣旨に反する行為であり，権限を逸脱した濫用行為である。

（諮問第４４４号，同第５５３号及び同第６５４号） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 原処分において不開示とした理由 
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   本件各開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで，

法５条１号に規定された特定の個人を識別することができる情報を開示す

るのと同様の結果が生じることになることから，法８条の規定により行政

文書の存否を回答できないので不開示とした。 

２ 原処分を維持する理由 

（１）本件対象文書の存在を明らかにすることは，特定の個人を識別するこ

とができる情報を明らかにすることと同様の結果となる。 

このことから本件情報は，個人に関する情報であって，当該個人を識

別することができるものであることから，法５条１号本文に該当すると

認められる。（諮問第４４４号，同第５５３号及び同第６５４号） 

（２）また，当該情報は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は

公にすることが予定されている情報とは認められないことから，同号た

だし書イに該当せず，また，人の生命，健康，生活又は財産を保護する

ため，公にすることが必要な情報と認められないことから，同号ただし

書ロにも該当しない。さらに，建物への出入データは職務の遂行に係る

情報とは認められないことから，同号ただし書ハに該当する事情も存し

ない。（諮問第４４４号，同第５５３号及び同第６５４号） 

（３）本件開示請求については，特定の個人に係る農林水産省の建物への出

入館データであることから，仮に本件開示請求に応じ，本件対象文書が

存在しているか否かを答えるだけで，当該特定の個人の氏名及び農林水

産省の職員としての在職の有無等の不開示情報を開示することと同様の

結果となる。（諮問第５５３号） 

（４）このことから，当該行政文書の存否を明らかにしないで不開示とした

原処分１ないし原処分３は妥当であり，異議申立てに対しては原処分を

維持することが適当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合の上，調査

審議を行った。 

① 平成２７年７月９日   諮問の受理（平成２７年（行情）諮問第 

４４４号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月２７日       異議申立人から意見書１及び資料を収受

（同上） 

④ 同年９月１４日     諮問の受理（平成２７年（行情）諮問第 

５５３号） 

⑤ 同日          諮問庁から説明理由書を収受（同上） 

⑥ 同月２４日       異議申立人から意見書２及び資料を収受 

（同上） 
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⑦ 同年１１月２日     異議申立人から意見書３及び資料を収受 

（諮問第４４４号及び同第５５３号） 

⑧ 同月６日        諮問の受理（平成２７年（行情）諮問第 

６５４号） 

⑨ 同日          諮問庁から説明理由書を収受（同上） 

⑩ 同月１８日       異議申立人から意見書４を収受（同上） 

⑪ 同年１２月４日     異議申立人から意見書５及び資料を収受 

（同上） 

⑫ 平成２８年１月１８日  異議申立人から意見書６を収受（諮問第

４４４号，同第５５３号及び同第６５４

号） 

⑬ 同年２月５日      異議申立人から意見書７を収受（同上） 

⑭ 同年６月１６日     平成２７年（行情）諮問第４４４号，同

第５５３号及び同第６５４号の併合並び

に審議 

⑮ 同月２２日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

本件各開示請求は，別紙に掲げる文書（本件対象文書）の開示を求める

ものであり，処分庁は，本件対象文書の存否を答えるだけで，法５条１号

の不開示情報を開示することとなるとして，法８条の規定に基づき，その

存否を明らかにせずに開示請求を拒否する原処分を行った。 

これに対し，異議申立人は，原処分の取消しを求め，諮問庁は原処分を

妥当としていることから，以下，存否応答拒否の妥当性について検討する。 

 ２ 存否応答拒否の妥当性について 

（１）本件各開示請求は，特定日における特定個人Ａの農林水産省の建物へ

の出入データの開示を求めるものであり，その存否を答えることにより，

特定個人Ａが当該日に当該建物に出入りした事実の有無（以下「本件存

否情報」という。）を明らかにすることとなるものと認められる。 

（２）本件存否情報は，特定個人Ａの特定日における行動に関する情報であ

り，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識

別することができるものに該当すると認められる。 

そして，特定個人Ａのこの種の情報については，法令の規定により又

は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情報（法５

条１号ただし書イ）に該当するとは認められず，また，人の生命，健康，

生活又は財産の保護のため，公にすることが必要な情報（同号ただし書

ロ）に該当するとも認められない。 

さらに，農林水産省の建物への出入データの取得目的について，当審
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査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，人事労務管理の観点

からではなく，専ら建物の保安上の必要から取得しているものであり，

建物に出入りしさえすれば記録がされるとのことであった。そうであれ

ば，特定個人Ａが同省で勤務する者であったとしても，特定個人Ａが同

省の建物に出入りしたとの情報自体は，特定個人Ａが担任する職務を遂

行する場合における当該活動についての情報とはいえないため，その職

務の遂行に係る情報（法５条１号ただし書ハ）に該当するとも認められ

ない。 

（３）したがって，本件対象文書の存否を答えることは，法５条１号の不開

示情報を開示することとなるため，法８条の規定により，その存否を明

らかにしないで本件各開示請求を拒否したことは，妥当である。 

３ 異議申立人のその他の主張について 

（１）異議申立人は，特定日における特定個人Ａの農林水産省の建物への出

入記録の開示により特定個人Ａの犯罪を暴く証拠とすることができると

か，特定個人Ａの黙示による開示の同意があるなどとして，原処分を取

り消して本件対象文書を開示すべきであると主張するが，法は，何人も

等しく目的を問わず行政文書の開示請求ができることとしており，開示

請求の理由や利用目的等の個別事情は，当該行政文書の存否応答拒否の

妥当性の判断に影響を及ぼすものではない。 

（２）異議申立人は，法７条に基づく裁量的開示を求めているが，上記２の

とおり，本件対象文書の存否に係る情報は，法５条１号の不開示情報に

該当するものであり，これを開示することに，これを開示しないことに

より保護される利益を上回る公益上の必要性があるとまでは認められな

いから，法７条による裁量的開示を行わなかった処分庁の判断に裁量権

の逸脱又は濫用があるとは認められない。 

（３）異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するもので

はない。 

４ 本件各不開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その存否を答えるだけで開示す

ることとなる情報は法５条１号に該当するとして，その存否を明らかにし

ないで開示請求を拒否した各決定については，当該情報は同号に該当する

と認められるので，妥当であると判断した。 

（第４部会） 

委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子
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別紙（本件対象文書） 

 

諮問第４４４号 

文書１ ２０１４年５月２日の特定個人Ａの農林水産省の建物への出入デー

タ（セキュリティー通過） 

諮問第５５３号 

文書２ ①農林水産省事務官特定個人Ａが２０１４年５月１４日，２１日， 

２８日，６月４日の午後の農林水産省の建物への出入館データ。 

②同，２０１４年１１月１２日の出入館データ。 

諮問第６５４号 

文書３ ２０１３年１月３０日の特定個人Ａの農林水産省建物への出入館記

録（セキュリティ通過タイム記録） 




